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が組閣する。下院は 5 年毎に改選される。1952 年に第１回連邦下院選挙が実施され、2009

































































1964 年にネルーが死去し、その後を継いで組閣したシャーストリー（Lal Bahadur 








































会議派は、1975 年から 77 年の非常事態宣言とその間の弾圧政治（暗黒の時代）によって
国民の反発を招き、1977 年連邦下院選挙で「反会議派」の旗のもとに結集した野党連合に







入した。例えば、1989 年に成立したジャナタ・ダル（Janata Dal, JD）12を中心とする連
立政権は「反会議派」だけを共通基盤とし、ヒンドゥー至上主義を唱えるインド人民党






ド・アンナー・ドラヴィダ進歩連盟（All India Anna Dravida Munnetra Kazhagam, 






























































（出典）Election Commission of India, Statistical Report of General Elections 1952, 1957, 1962, 1967, 



































































































インド亜大陸の南東に位置するタミル・ナードゥ州は、人口 6240 万 5679 人を擁し、35
を数える州と連邦直轄地の中では人口が比較的多い州である。当然有権者人口も多いため











工場誘致を行っている。1991 年 8 月から 2006 年 3 月までの海外直接投資認可数は 2758






















（出典）Census of India, 1951, 1961, 1971, 1981, 1991 and 2001 より筆者作成。 
























































































  州議会選挙 連邦下院選挙 
  2006 年 2004 年 2009 年 
  候補数 当選数 得票率 候補数 当選数 得票率 候補数 当選数 得票率 
全国政党            
会議派 48  34  8.38 10  10  14.40 15  8  15.03 
インド人民党 225  0  2.02 6  0  5.07 18  0  2.34 
大衆社会党 164  0  0.79 30  0  0.58 37  0  0.77 
共産党 10  6  1.61 2  2  2.97 3  1  2.85 
共産党（M) 13  9  2.65 2  2  2.87 3  1  2.20 
地域政党            
ドラヴィダ進歩連盟 132  96  26.46 16  16  24.60 21  18  25.10 
全印アンナ-・ドラヴィダ進歩連盟 188  61  32.64 33  0  29.77 23  9  22.89 
復興ドラヴィダ進歩連盟 35  6  5.98 4  4  5.85 4  1  3.66 
労働者党 31  18  5.65 5  5  6.71 6  0  5.71 
登録政党            
解放パンサー党 9  2  1.29 ‐ ‐ ‐ 2  1  （注 1） 2.41 
国民進歩ドラヴィダ連盟 232  1  8.38 ‐ ‐ ‐ 39  0  （注 2）10.11 
無所属・その他 1222  1  3.02 463 0 7.18 651  0  N.A. 
（出典）Election Commission of Indian Website 取得データより筆者作成。 
注１）Centre for the Study of Developing Societies, National Election Survey 2009, cited in Prasad, 
G. Koteswara. "Tamil Nadu: Against Expectations" Economic and Political Weekly, Vol. XLIV, No. 
39, pp. 121-124 から取得。 
注２）同上。 





















スリム連盟（India Union Muslim League）と、指定カーストを支持基盤とする解放パン






そのほかに、全国政党の大衆社会党（Bahujan Samaj Party, BSP）、2005 年 9 月に映画俳
優のヴィジャヤカント（Vijayakanth）によって結党された国民進歩ドラヴィダ連合（Desiya 






































から資金援助を受けている各種 NGO による「反国家行為 Anti-National activities」を現
政権は座視していると非難する。また、現政権は国家安全保障・対テロ対策への認識が甘
いとして、国防費増額（GDP 比 2.5％から 3.5％へ）、現政権が廃止したテロ防止法
（Prevention of Terrorism Act, POTA）の復活を掲げる。国境問題関連では、まず、バン
グラデシュからの不法移民労働者により国内労働市場が奪われているとして、インド・バ
ングラデシュ国境の監視強化を打ち出し、インド・パキスタン国境については、「カシュミ
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ール全土がインドの一部として扱われる」と主張している。また、スリランカ・タミル問
題では、タミル人にシンハラ人と同等の地位を保障するようスリランカ政府に要請し、交








































































































































































































































































































































































DMK & Allies ADMK & Allies Third Party
 
（図４）第 14 回選挙（2004 年）の各党選挙区別得票率 
（出典）Election Commission of India. Statistical Report of General Election for the 14th Lok Sabha, 
vol. 1 より筆者作成 









































































































































































































































DMK & Allies ADMK & Allies Third Party
 
（図５）第 15 回選挙（2009 年）の各党選挙区別得票率 
（出典）Election Commission of India. Statistical Report of General Election for the 15th Lok Sabha, 
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連合を否定した有権者は、全インド・アンナー・ドラヴィダ進歩連盟を盟主とする野党連
合を支持することも拒否し、西部地域の社会経済発展を目指す新興政党コング・ナードゥ

























１）Web Edition, Census of India 2001, Series 1, India, Paper 1 of 2001, Provisional 
Population Totals. Chapter 7 State of Literacy, p.12.  
２）したがってインドでは、住所不定の路上生活者でも選挙権が与えられることになる。 
３）第１回（1952 年）は 489 議席だったが、第２回（1957 年）には 493 議席に増加、そ
の後も議席は増え続け、1989 年から 543 議席になっている。 
４）時の首相インディラ・ガンディーが 1971 年連邦下院選挙での選挙違反行為を疑われ、
1975 年アラーハーバード高等裁判所に有罪判決を下された（下院議員辞職と向こう 6 年間
の選挙活動禁止を意味するため、事実上首相辞職を迫られた）際に、インディラ・ガンデ
ィーが非常事態宣言を発令した。 






６）Kothari, Rajini. “The Congress „System‟ in India”, Asian Survey, vol. Ⅳ, no. 12, 
December 1964 (Kothari, Rajini. Politics and the People: In Search of a Humane India, 
vol. 1, Ajanta Publications, 1989, pp. 21-35 に再掲. 邦訳は、ラジニ・コタリ著、広瀬崇子
訳『インド民主政治の転換 一党優位体制の転換』（剄草書房、1999 年）、1-26 頁). 
７）広瀬崇子「インド民主主義と選挙」広瀬崇子・南埜猛・井上恭子編著『インド民主主
義の変容』（明石書店、2006 年）、29 頁。 
８）このときの対立を、社会主義イデオロギーを掲げるインディラ一派と資本主義的イデ
オロギーを支持する長老派とのイデオロギー対立と見なすことについては異論もある。た
とえば、中村平治『南インド現代史Ⅰ インド』（山川出版社、1977 年）、262-263 頁。 
９）Singh, Mahendra Prasad. Split in a Predominant Party: The Indian National 





11）Kondo, Norio. Indian Parliamentary Elections after Independence: Social Changes 
and Electoral Participation. Tokyo, Institute of Developing Economies: Japan External 
Trade Organization, 2003, pp.12-14. 
12）会議派を離脱した V・P・シン（Vishwanath Pratap Singh）が創設。 
13）インドの政党は、選挙に参加するためには選挙管理委員会への登録を義務付けられ、
選挙法規定により、全国政党（National Party）、地域政党（State Party）、登録政党
（Registered (Unrecognized) Party）に分けられる。地域政党とは、次の A か B の条件を
満たす政党である。 
A 1 政治活動に 5 年以上従事。 
  ２ 前回の選挙で次のいずれかの条件を満たす。 
    ①前回の連邦下院選挙で、当該州の有効投票数の 25 分の１を獲得。 




党となる。Election Commission of India. Political Parties and Election Symbols, New 
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Delhi, 1998; 広瀬崇子「インドにおける民主主義の発展」広瀬崇子編著『10 億人の民主主







15）Census of India 2001. 
16）志賀美和子「寺院開放諸立法と『政教分離』概念――1930 年代マドラス州の場合」『史
学雑誌』第 110 篇第 10 号（2001 年）、51 頁。 
17）Department of Evaluation and Applied Research, Government of Tamil Nadu. Tamil 
Nadu: An Economic Appraisal 2005-2006.  なお、2003-04 年度のプロジェクト認可数は
261 件（インド全体で 1929 件）、投資額 1415 億 1800 万ルピー（同 6833 億 3800 万ルピ
ー）で、デリー首都圏、マハーラーシュトラについで 3 位である。Department of Economics 
and Statistics, Government of Tamil Nadu. Statistical Handbook 2008. 





門職に進出していた。Hardgrave Jr., R. The Dravidian Movement. Bombay, Popular 
Prakashan, 1965; Arooran, K. N. Tamil Renaissance and Dravidian Nationalism 
1905-1944. Madurai, Koodal Publishers, 1980; 志賀美和子「マドラス州における非バラモ
ン運動の展開――共産主義との関係を中心に――」『東洋文化研究所紀要』第 151 冊（2007
年）、375 頁。 




























25）インド憲法（1950 年制定）第 343 条では、インド連邦公用語はヒンディー語とされて
いるが、ヒンディー語話者は全人口の 40%にも満たないため、憲法施行後 15 年間は暫定的
措置として英語の使用を認めていた。その暫定期間の終了を前に、会議派政権は、連邦公
用語法（1963 年）を制定し、ヒンディー語を唯一の連邦公用語にする姿勢を打ち出した。 
26）非バラモン運動は、1930 年代から 40 年代にかけてラーマスワーミ（E. V. Ramaswami 
Naicker）の指導下にあった。彼は 1944 年にドラヴィダ連盟（Dravida Kazhagam）を結
成し、南インド分離独立（ドラヴィダスターン）を要求するに至った。この過激な分離主


















ランカ・タミルの分離独立を目指すタミル・イーラム解放のトラ（Liberation Tiger of Tamil 
Eelam, LTTE）への支持を公然と表明し、スリランカ政府がスリランカの安定的統一を維
持できない場合、タミル・イーラム（タミル国家）設立は歴史の必然であると主張してい







30）Election Commission of India. Statistical Report on General Election, 1952, 1957, 
1962, 1967, 1971, 1977, 1980, 1984, 1989, 1991, 1996, 1998, 1999, and 2004.  
31）235 議席のうち 1 議席はアングロ・インディアン指定議席のため、実際に選挙で争わ
れるのは 234 議席である。 
32）2002 年、選挙区改定委員会（Delimitation Commission）が設置され、2001 年国勢調
査結果に基づいて各選挙区の境界を改定し、2008 年 1 月実施が決定された。 
33）The Hindu, 16 March 2009. 
34）タミル・ナードゥ州の指定カーストを支持基盤とする政党。現党首はティルマーヴァ





35）The Hindu, 19 April 2009. 
36）Lok Sabha Election Manifesto-2009, Dravida Munnetra Kazhagam Official Website; 
Lok Sabha Elections-2009: AIADMK Election Manifesto: An Agenda for a Better India, 
All India Anna Dravida Munnetra Kazhagam Official Website. 
37）たとえば、対テロ対策、防衛問題、海外への資金流出などである。Bharatiya Janata 
Party Manifesto – Lokh Sabha Election 2009, Baratiya Janata Party Official Website. 
38）インドにおける婚姻は宗教婚と民事婚に大別される。前者は、例えばヒンドゥー教徒






















41）The Hindu, 26 May, 2009; Subramanian, T. S. “Tamil Nadu: A Wave that was not.” 
Frontline 26-11, 2009. 
42）解放パンサー党は、第 12 回連邦下院選挙（1998 年）に独自候補者を立てようとした
ものの、カースト・ヒンドゥーの妨害を受けて選挙をボイコット、次の第 13 回（1999 年）、
第 14 回（2004 年）では、党首のティルマーヴァラヴァムがそれぞれ大タミル会議派、ジ
ャナタ・ダル（統一派）から立候補して落選している。2006 年州議会選挙において、初め
て解放パンサー党として候補者 9 名を立て 2 名が当選した。Gorringe, Hugo. “The Caste of 
the Nation: Untouchability and citizenship in South India.” Contributions to Indian 
Sociology, 42-1, 2008. なお、2006 年州議会選挙では 9 名の立候補者を立て、2 名が当選し
ている。 
43）The Hindu, 26 May 2009. 
44）Subramanian, op. cit. 
45）Centre for the Study of Developing Societies. National Election Survey 2009, cited  
in The Hindu 26 May 2009. 
46）Prasad, G. Koteswara. “Tamil Nadu: Against Expectations.” Economic and Political 
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Weekly, Vol. XLIV No. 39; The Hindu, 17 May 2009. 
47）ただし、同盟党の復興ドラヴィダ進歩連盟４議席から１議席へ、労働者党が 5 議席か
ら 0 へと大幅に議席を減らし、とりわけ前者は党首も落選するという不幸に見舞われた。 
48）PC wise Result, Tamil Nadu, Election Commission of India Website から筆者算出。 
49）Ramakrishnan, Venkithesh. “Congress Resurgence.” Frontline, 26-11, May 23-June 
05, 2009. 
50）Centre for the Study of Developing Societies. National Election Survey 2009, cited  
in The Hindu, 26 May 2009. 
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Abstract 
Indian Democracy in Transition 
An Analysis of the 15th Lok Sabha Election in Tamil Nadu 
SHIGA Miwako 
The results of every Lok Sabha election have predicted the future of Indian 
Democracy. This paper analyses the result of the 15th General Election in the Tamil 
Nadu constituencies and search for the new phenomena in order to estimate the Indian 
Democracy.  
We can find several distinguishing features in this election. Firstly, 
anti-incumbency factor did not work this time. Secondly various parties have done 
worse in the constituencies which used to be their vote banks. These facts suggest that 
voters grow cautious and regard the incumbent government’s policy carefully, freeing 
themselves from the impulse to express their discontent through anti-incumbency votes. 
As a result, it becomes more difficult for the parties to gain support by means of simply 
criticizing the government. All the parties are required to define their policy with 
full-scale consideration of voters’ demands. Thirdly, it became clear that the presence of 
two prominent state parties, DMK and AIADMK, is stable and effective as a core of 
party alliance. No party can exercise influence which is enough to overwhelm these 
parties, and no party including national parties can win a seat without alliance with 
either DMK or AIADMK. The two-party system, however, does not meet the increasing 
variety of demands from voters. That is why several new parties have launched recently. 
It becomes easier for small new parties to give it a try under the political situation where 
any parties including prominent parties cannot avoid alliance politics and must search 
for better alliance. Here appears the two party-alliance system which includes national 
parties, state parties and newly launched small parties. 
    The two party-alliance system will work effectively for representing various 
demands from various communities, castes, region and religion on the stage of National 
level politics. 
 
